
過去の位置アーカイブデー
タの計量的アプローチ
－冪分布の観点から－
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•現在 オンライン上の多様な形態のデータから 過去の
知見を集約したアーカイブス 古典籍など まで 様々な
手法で過去の様々なデータが保存されている時代と
なった しかし 実社会に改めて有用性を唱える手法に
関しては様々な試行錯誤と議論がされている 本研究で
は //, //-年 また直近の( ( ( -年における電話
帳データから得られる分布傾向を用いて 過去の都市成
長における規則性を産業特徴における観点 または都市
における対数正規分布と その傾向と年度を跨いだ場合
の違い・解析手法可能性に関して議論する
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図1 1996年における東京都の法人登記(全体)における分布

図2 1997年における東京都の法人登記(全体)における分布

図1, 図2で比較すると1年単位であってもショートヘッド
の箇所とロングテールの帯域のばらつきが異なることが
伺える。両者とも年度ごとの都市形成における各度数に
よってはばらつきは見受けられるもののべき則に従う傾
向にあると推察される。



)

図1 1996年における東京都の法人登記(全体)における分布

図2 1997年における東京都の法人登記(全体)における分布

1996-1997年にかけて少数を占めた領域に関して横ばい
(ある施策などによって少数水域に法人数が段階的にクラ
スタ形成していることが伺える。短期的な店舗の増減の
傾向)傾向が発生していたが、1997年には1996年のよう
なバラついた傾向から大幅に変化していることが観測さ
れた。このような過去傾向をもとに2012-2017年の傾向
に関する考察を得ることを目的とした。
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図4 特に増加した事業の分布
東京都内が際立つ一方、四国でのネット環境インフラやその後の万
博へ先駆けた増加傾向(愛知県)などその後の新たな土地計画の指針
がうかがえる
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